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平
成
25
年
９
月
25
日
開
催
の
委
員
会
で

は
、
浜
岡
原
子
力
規
制
事
務
所
及
び
中
部

電
力
株
式
会
社
か
ら
次
の
よ
う
な
報
告
が

あ
り
ま
し
た
。

○
浜
岡
原
子
力
規
制
事
務
所

原
子
力
発
電
所
３
、４
、５
号
機
の
検
査

結
果
に
つ
い
て
、
緊
急
安
全
対
策
、
保
安

管
理
体
制
、
保
全
区
域
管
理
の
状
況
な
ど

の
抜
き
打
ち
検
査
を
実
施
し
た
結
果
、
い

ず
れ
も
違
反
と
な
る
事
項
は
あ
り
ま
せ
ん

で
し
た
。

○
中
部
電
力
株
式
会
社

内
閣
府
に
よ
る
南
海
ト
ラ
フ
の
巨
大
地

震
へ
の
対
応
に
つ
い
て
は
、
津
波
対
策
工

事
を
始
め
、
過
酷
事
故
に
対
す
る
ベ
ン
ト

フ
ィ
ル
タ
ー
な
ど
の
工
事
を
実
施
し
て
お

り
ま
す
が
、
７
月
に
施
行
さ
れ
た
原
子
力

規
制
委
員
会
の
新
規
制
基
準
に
適
合
す
る

た
め
、
さ
ら
に
追
加
対
策
工
事
を
実
施
し

て
い
く
予
定
で
す
。

３
、
４
号
機

の
地
震
動
最
大

１
千
ガ
ル
を
１
、

２
０
０
ガ
ル
と
す
る
対
策
に
つ
い
て
は
、

配
管
類
、
電
送
路
な
ど
の
サ
ポ
ー
ト
（
支

持
金
具
）
の
補
強
を
行
い
、
駿
河
湾
沖
地

震
で
増
幅
が
見
ら
れ
た
５
号
機
に
お
い
て

は
、
１
、９
０
０
ガ
ル
を
２
千
ガ
ル
に
設

定
す
る
対
策
と
し
て
、
新
設
し
た
５
号
機

前
面
の
防
波
壁
の
基
礎
周
囲
を
深
さ
６
ｍ

か
ら
９
ｍ
掘
り
起
こ
し
、
セ
メ
ン
ト
材
で

地
盤
改
良
を
行
う
予
定
で
す
。
ま
た
、
４

号
機
の
海
水
取
水
槽
の
周
囲
に
つ
い
て

も
、
土
を
取
り
出
し
、
セ
メ
ン
ト
材
で
改

良
す
る
予
定
で
す
。
そ
の
他
、
敷
地
内
山

側
斜
面
の
補
強
工
事
を
実
施
し
、
４
号
機

が
平
成
27
年
９
月
末
、
３
号
機
は
平
成
28

年
の
９
月
の
完
工
を
目
標
に
追
加
工
事
を

行
っ
て
お
り
ま
す
。

こ
れ
ら
の
追
加
対
策
工
事
を
実
施
す
る

こ
と
を
踏
ま
え
て
、
出
来
る
だ
け
早
い
時

期
に
新
規
制
基
準
へ
の
適
合
性
に
係
る
申

請
が
出
来
る
よ
う
に
準
備
を
進
め
て
い
き

た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

今
後
、
原
子
力
対
策
特
別
委
員
会
と
し

て
も
現
場
視
察
な
ど
を
定
期
的
に
実
施

し
、
状
況
把
握
に
努
め
て
ま
い
り
ま
す
。

平
成
25
年
９
月
26
日
開
催
の

委
員
会
で
は
、
保
育
園
の
民
営

化
に
つ
い
て
調
査
・
研
究
を
行

い
ま
し
た
。

１　

近
隣
市
（
島
田
市
・
掛
川

市
大
東
地
区
）
の
公
立
及
び

民
間
保
育
園
の
視
察
研
修
を

行
っ
た
結
果
と
本
市
の
保
育

園
を
比
較
し
、
運
営
面
・
費

用
面
・
職
員
の
身
分
な
ど
の

メ
リ
ッ
ト
、
デ
メ
リ
ッ
ト
に

つ
い
て
、
再
度
協
議
を
行
い

ま
し
た
。

２　

現
在
、
保
育
園
の
所
管
が

教
育
委
員
会
で
す
が
、
子
育

て
支
援
は
福
祉
行
政
で
あ
る

こ
と
か
ら
、
教
育
委
員
会
か

ら
福
祉
課
へ
の
移
管
を
再
考

す
べ
き
と
の
意
見
が
出
さ
れ

ま
し
た
。

今
後
は
子
育
て
行
政
の
在

り
方
、
子
育
て
支
援
の
実
態

を
調
査
・
研
究
を
引
き
続
き

行
っ
て
い
き
ま
す
。

平
成
25
年
９
月
25
日
に
委
員
会
を
開
催
し
ま
し

た
。内

容
は
次
の
と
お
り
で
す
。

後
期
基
本
計
画
の
平
成
24
年
度
目
標
達
成
状
況
に
つ

い
て御

前
崎
市
の
総
合
計
画
は
、
平
成
18
年
か
ら
平
成

27
年
ま
で
の
10
ヶ
年
を
第
一
次
御
前
崎
市
総
合
計
画

と
し
、
各
種
施
策
や
事
業
を
実
施
す
る
こ
と
と
な
っ

て
い
ま
す
。
そ
の
中
で
、
平
成
23
年
度
か
ら
27
年
度

ま
で
を
後
期
基
本
計
画
と
位
置
付
け
、
平
成
24
年
か

ら
年
度
ご
と
及
び
各
事
業
ご
と
に
評
価
を
し
て
、
市

の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
し
て
い
ま
す
。
平
成
24
年

度
の
評
価
結
果
に
つ
い
て
は
１
６
７
事
業
あ
り
、
そ

の
目
標
達
成
率
は
84
事
業
で
52
％
で
し
た
。
こ
れ
ら

の
結
果
に
つ
い
て
議
論
し
、
今
後
の
改
善
に
向
け
て

実
施
計
画
へ
反
映
さ
せ
て
い
く
こ
と
と
し
ま
し
た
。

総
合
開
発
計
画
策
定
特
別
委
員
会事 業 指 標 名 目 標 値 実 績 値

学校が楽しいと思っている児童生徒の割合 88％ 94％
不登校児童生徒の出現率 1.3％ 0.9％
公民館の利用者数 194,000 人 195,905 人
生活保護相談件数 80 件 96 件
各種ガン検診受診率 40％ 27％
町内会加入率 66％ 65％
耕作放棄地解消面積（累計） 32ha 74ha
公害苦情件数 23 件 26 件
市民 1人 1日当たりゴミ排出量 1,085g/人・日 970g/人・日
水道管耐震化率 54％ 51.5％
市役所窓口サービス満足度 65％ 73％

事業達成状況一覧表（一部抜粋）

行
財
政
改
革
特
別
委
員
会

フィルタベント設置工事（中部電力株式会社より提供） 西側防波壁嵩上げ工事（中部電力株式会社より提供）

地震対策の実施概要（中部電力株式会社より提供）

平
成
25
年
９
月
26
日
に
委
員

会
を
開
催
し
ま
し
た
。

前
回
に
引
き
続
き
、
各
市
町

議
会
の
「
反
問
権
」
の
定
義
に

つ
い
て
資
料
精
査
を
し
、
一
問

一
答
制
の
中
で
の
反
問
権
に
つ

い
て
討
議
を
し
ま
し
た
。

市
長
ら
の
答
弁
者
側
が
議
長

又
は
委
員
長
の
許
可
を
得
た
中

で
、
質
問
者
に
対
し
て
「
質
問

の
趣
旨
の
確
認
」
や
「
考
え
方

の
問
い
返
し
」、「
対
策
の
提
示
」

を
求
め
る
こ
と
に
つ
い
て
認
め

る
こ
と
は
、
賛
否
両
論
の
意
見

が
出
さ
れ
ま
し
た
。
ま
た
、「
反

問
権
」
と
い
う
呼
称
に
つ
い
て

は
違
和
感
を
感
じ
る
と
い
う
意

見
も
あ
り
ま
し
た
。
こ
の
件
に

つ
い
て
は
、「
反
問
権
」
を
採

用
し
て
い
る
他
市
町
の
審
議
録

を
調
査
す
る
こ
と
と
し
ま
し

た
。
さ
ら
に
、
政
令
市
な
ど
の

本
会
議
で
の
一
問
一
答
の
質
問

状
況
な
ど
の
視
察
を
行
い
た
い

と
い
う
意
見
も
あ
り
、
今
後
検

討
し
て
い
き
た
い
と
考
え
て
お

り
ま
す
。

議
会
基
本
条
例
に
つ
い
て
あ

げ
ら
れ
て
い
た
課
題
も
一
通
り

議
論
を
さ
れ
て
き
ま
し
た
の

で
、
御
前
崎
市
議
会
と
し
て
の

基
本
条
例
の
素
案
を
検
討
し
て

い
き
た
い
と
考
え
て
お
り
ま

す
。初

期
の
目
的
で
あ
る
「
開
か

れ
た
議
会
」
を
目
指
し
て
、
条

例
制
定
に
向
け
努
力
し
て
ま
い

り
ま
す
。

議
会
改
革
特
別
委
員
会

原
子
力
対
策
特
別
委
員
会中部電力株式会社

代表取締役社長　社長執行役員　水野　明久　殿

平成 25年 10月 2日

要 請 書
静岡県御前崎市議会　議　長　西島　昌和

同　原子力対策特別委員会　委員長　栁澤　重夫

平成 23年 5月 6日の国による要請により、浜岡原子力発電
所の全面停止後２年余りが経過した。この間、内閣府による南
海トラフ地震被害想定が昨年 9月に公表され、これにより当初
の安全対策工事完了は、平成 25 年 12 月末であったが、追加
対策により、平成 26 年度末に延期された。さらにこのたび、
平成 25年 7月に施行された新規制基準に対応すべく、追加対
策と工期延長が、本年 9月に再度示され、4号機は平成 27 年
9月、3号機はさらに 1年後となった。国のエネルギー政策に
全面的に協力し、貴社と共生してきた御前崎市として、安全対
策工事の早期完成を強く求めます。
また、市として、平成 23 年 5 月 19 日に引き続き、再度貴
社に対して、原子力発電所の安心・安全対策及び、雇用・景気
対策を下記事項のとおり要請します。

記

【安心・安全対策】
１　国の新規制基準を踏まえた、追加対策の目途がつきしだい、
速やかに国へ安全審査の申請を行うよう求める。
２　遅延している使用済み燃料の乾式貯蔵施設設置計画を、早
急に進めること。

【雇用・景気対策】
１　内閣府の南海トラフ地震被害想定や運転停止を起因とし、
疲弊しつつある市内経済に配慮して、更なる雇用と経済の振
興に協力を求める。


